
（遠方に居住する利用者に対する在宅就労支援）  

問 令和６年度障害福祉サービス等報酬改定等に関するＱ＆Ａ VOL.1（令和６年３月 29

日）厚生労働省事務連絡において、「事故発生時、利用者の状態の急変時、災害の発

生時等及びオンラインでの支援を行う場合における緊急時の対応について、あらかじ

め対応の流れを定めておくとともに、緊急事態が発生した際には当該事業所の職員が

速やかに利用者の元へ駆けつけ、緊急時の対応が実施できる体制を整備しておく必要

がある。」とされている。 

この「緊急時の対応」について、具体的にどのような体制が確保されていれば、要

件を満たすものとして認められるか。 

また、当該事業所の職員が速やかに利用者の元へ駆けつけることが困難な場合に、

当該事業所とは別法人の近隣の障害福祉サービス事業所等の職員が、一時的に緊急対

応を行う場合に、報酬算定を行うことは可能か。 

 

（答）「緊急時の対応が実施できる体制」とは、事故発生時、利用者の状態の急変時、災

害の発生時等において、当該事業所があらかじめ定めた対応の流れに基づき、必要な

対応を速やかに実施できる体制を確保していることをいう。 

具体的には、県では、緊急事態が発生した場合に、当該事業所の職員が原則として

１時間以内に利用者の居住場所へ駆けつけ、必要な緊急対応を実施できる体制を確保

していることを基本的な考え方としている。 

このため、利用者の居住地までの移動時間、交通手段、職員の配置状況等を踏ま

え、緊急時に当該事業所の職員が実際に対応可能であることをあらかじめ確認すると

ともに、緊急時の連絡体制及び対応手順を明確に定めておく必要がある。 

また、国の Q＆Aのとおり、緊急時の対応は当該事業所の職員が実施すべきもので

あるため、当該事業所の職員ではない者（別法人の近隣事業所の職員等）が、当該事

業所の職員に代わって一時的に緊急対応を行う体制をもって、在宅支援の算定要件を

満たすとは認められない。 

 

 


